
特集 これからの OR

企業経営と OR
一一一 1980年代を展望して一一←

中筋俊輔・近藤正司・藤田栄ニ・白石晴久

日本の企業にORが導入されて20年余が経過し

ている.その聞には種々の論文や適用例が紹介さ

れてきた.企業組織のほとんどにORが利用され

たといっても過言ではあるまい.しかし，ほんと

うに企業経営に有用であったのかどうかについて

は疑問をもっ人も多いと忠われる.では，なぜO

Rが企業経営に密着する問題解決に立ち入れない

のだろうか.

われわれは企業でORにたずさわる者として，

いままでの企業ORを見直し，今後のORの発阪

への・考祭を試みた.

1. 現在の企業OR-ーその反省と問題点

1.1 ORへのニーズ

昭和30年代後半から40年代末にかけては日本経

済の高度成長期であり大量消費時代であった.規

模の拡大に利潤がともなっていた，いわば企業経

営にとっては「よきJ 時代であった.規模の拡大

を支える製造，生産部門においては，石油精製業

における LPの導入をその代表例として， ORは

確かに企業内に定着したと見ることができる.し

かしそれはごくかぎられた企業のかぎられた部門
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でしかない.広く本部スタッフ部門にORの姿を

見るのはよりいっそう困難である.拡大経営主義

が許された時期においては本来的にORを要請す

るほどの局面に遭遇することもなく， ORによっ

て支援されなければ解決できないような問題も少

なかったと見るべきであろう.ただ過去の傾向を

のばすだけの意思決定で間に合った，ということ

である.

1.2 企業経営のORに対する認識

(1)経営者のORに対する理解

これはOR技術本来の問題というよりむしろ経

営者と OR担当者の聞の問題である.企業の経営

者は刻々に変化する局面に応じて豊富な知識，経

験，洞察力を背景に的確なる意思決定を下してき

た.そこには経営者としての大きな自信があふれ

ている.客観的な事実分析を主たる守備範囲とす

る OR という l つの科学が入りこむには障壁は大

きい.科学的な意思決定は共感をよぶよりは反感

をもたれることのほうが多いだろう.ましてあま

りにも教科書的で手法に偏向したものであれば

rORは難解J という結果になる .ORを説くに

は経営者の話す言葉を覚えなければならない.

OR も固有技術であり，企業経営もそれ以上に

固有技術である，という認識が不足していたとい

えよう.

(2) 企業経営へのアプローチの方法

企業戦略上の問題は，そのほとんどが単発で終

わるものでない.むしろ企業戦術の問題に分解さ

れるものが大半である.すなわち問題の上からの

Break down と下からの Build up が問題の解

明と把握に必要とされる.しかしこのような認識

なくして手法の適用のみに目が向けられがちであ

った.問題に対する盲目的な追従は往々にして現

実離れした解をみちひ、きだすことが多い.この危

険を回避するには，企業経営とは何か，問題の位

置づけ，的確な手法の運用を常時考察する必要が

ある.また企業における問題解決はかならず費用

と利益を推定することに帰着する.よって問題の

構造の解明，把握を費用利益概念との関係を同時

並行的に処理することがORによる問題解決には

不可欠な要件となろう.以上のような要件を考慮

の対象外としてきたORにとって企業の戦略的意
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満足すべきものとはし、えないという意見が強 念ではあるが，現状に対する問題点がかなり
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保季総会において公表，入選者に対し賞状と ないが，これは今後各員の努力によって明確

副賞とが贈られた. 化しなければならない問題であろう.

入選作はつぎのとおりである日本OR学会創立20周年記念懸賞論文審査委員会)
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思決定をサポートすることは困難であったといわ

ざるをえない.

(3) 適用分野と ORの限界

企業経営のほとんどの部門にOR適用の試みが

なされてきたが，企業内に受け入れられたものは

少ない.定着したORは企業組織のライン部門に

多く見られ，そこにはニーズが高く，データが整

備されているなど，定着のための環境がととのっ

ていたと思える.しかし，スタップ部門で真にO

Rが活用されているケースは少ない.企業経営の

中枢に接近するにつれて意思決定は，人間の行動

にかかわる事象をその主たる要素とするようにな

る.科学としてのORがはたしてどこまで支援で

きるのか， ORの本質的な疑問がそこにあった.

(4) 担当者の資質

企業内のOR担当者は概して手法，理論に強い

が企業の実務面に暗いことが多い.OR理論のた

めの理論や単にOR理論の掘り下げだけでは現実

の企業経営に食い込むことはできない.企業の戦

略的な問題解決にORが支援するためには， OR

担当者がその問題をユーザーの目で理解する必裂

がある.同じレベルで参加しなし、かぎり問題構造

の解明，認識はできない.屯要なのは解が得られ

るまでの考え方や問題の抽象の仕方などの現象解

析のプロセスそのものである.現在の企業のOR

担当者は理工系出身者が多く，問題を手法の適用

問題にすりかえてしまう傾向が強い.それは企業

の研修教育， OR ク守ループの組織的位置づけなど

が原因している，と安易に片づけられがちである

が，実はOR担当者自身に内在する問題なのであ

る.

2. 企業経営の変化と OR

2.1 移りゆく企業環境

最近の経済環境，ひいては企業環境をめぐ、る諸

条件は， 46年の円の切り上げ， その後の石油危

機，それに端を発した資源ナショナリズムの台頭

などによって，とみにその厳しさを増している.
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高度経済成長は完全雇用，国民所得水準の向上を

もたらした一方，慢性的なインフレ，環境破壊な

どのマイナス面も助長した.日本経済は上述の事

由などによって，一転して低成長への移行をやむ

なく強いられ量的拡大から社会福祉の充実，物価

の安定，国際収支のバランスなどに代表される質

的向上への転換をせまられることになった.この

ような経済環境のもとでは従来のような重化学工

業を中心とした資源多消費型の産業構造は変化を

余儀なくされよう方，国民もインフレ，公害

などによる生活パランスの喪失から社会福祉の充

実，快適な生活環境を希求し，消費者として「消

貸は美徳なり」といった幻想から覚醒して尚品価

値そのものを追求する賢明さをもちつつある.

2.2 今後の企業経営と OR

日本経済の高度成長から安定成長への転換は企

業経営に大きなインパクトを与えようとしてい

る.それに対する企業経営の課題と ORの位置づ

けを考察してみよう.

(1) 産業構造の変化への対応

lìíJ節で一部指摘したように国内外の厳しい環境

から従来のような資源多消費型の産業構造は変化

をせまられている.安定的な経済成長を今後も持

続させるためには資源消費の伸びを抑えながら高

付加価値|街品の生産に重点を移さなげればならな

い.日本の賃金水準は EC ，渚固と並んでいる現

在，国際競争力を維持するためには資源の単純加

工ではなく，高度の技術，知識による知識産業製

品の生産販売以外にはない.このように高度な知

識産業への転換は企業経営そのものの知識化なく

してはあり得ない.すなわち生産技術，販売技術，

経営技術のトータルな知識産業化が要請されるの

である.

(2) 企業の国際化

国内市場の伸びが先行き鈍化することが見込ま

れる現在，企業の海外進出はいっそう盛んになる

だろう.海外進出にあたっては現地との融和は当

然のことながら，進出相手国の経済，市場規模，
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圏内法等の綿密な分析が必要条件となる.海外進

出の先輩国アメリカではすでにORを利用して詳

細に分析が進んでいる.今後の日本企業にもこの

分野における ORが発達してゆくことが期待され

る.

(3) 企業の社会的責任の遂行

最近とみに世論の企業批判が強くなっている.

公害問題はし、うにおよぱず，消費者運動など企業

をとりまく社会との調和が今後の企業経営の大き

な課題となるのは周知の事実である.円本が高度

福祉社会を指向しようとしているいま，企業は社

会的立思と経営との斉合性を模索してゆかなけれ

ばならない.これは企業にとっては公共費用の負

担とし、う収益圧迫要因であり大きな戦略的意思決

定になってゆこう.ここにも ORの新しい適用分

野が聞けている.

(4) 企業金融構造の変化

高度成長期は企業の旺盛な設備投資意欲により

恒常的な受信超過をきたしていたが，安定成長期

に入って資金需要は低位に同定され売上高の伸び

が微噌をたどればよいほうであろう.その大きな

要問となるのは借入金の金利負担である.すなわ

ち資金の運用調達方式に大きな変化をもたらそ

う.企業の資産選好，コスト意識は高度成長期に

おいては潜在的課題であったが今後はこの問題を

解決せずして企業の安定経営はあり得ないだろ

う.従来の経営概念ではこれらの問題は対応困難

なものが多いだけにORの科学的分析が必要とさ

れるのではないか.

以上概観したように従来の価値体系のドでの企

業経営は詳されず，新たな経営戦略が企業内外に

梨求されよう.高度成長期の企業の怠思決定を支

援してきたOR も経営の変革が要請される今後，

企業内ORはもちろんのこと，科学としてのOR

f3 身も方向の転換を求められるだろう.われわれ

は次章以下でいままで指摘した問題点をふまえ

て， 1980年代の企業経営と ORの具体的なあり方

を考える.
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3. 経営効率化と OR

前章で述べたように今後の企業経営の課題は，

1.産業構造の変化への対応， 2. 企業の国際化，

3. 企業の社会的責任の遂行， 4. 企業金融構造の

変化，に集約されよう.これらの課題に対して一

次元的なとらえ方では，問題の多面性を解決でき

ない.企業経営の原点に立って考えるならば，組

織，人材，資材，資金を座標軸とする四次元空間

から，少なくとも利潤，社会福祉，環境という三

次元空間への多対多写像しかも写像自体が唯一で

なくその要素聞に互いに相関をもっ問題への変化

を意味している.現実にはどのような変化であ

れ，企業は i つの写像を選択実行しなければなら

ない.われわれはその選択実行を容易にすること

が経営の効率化と考えて，写像の要素として， 1. 

経営のシステム化， 2. 情報の効率化， 3. 意思決

定の効率化を採択した.

3.1 経営のシステム化

高度成長時代に肥大化した企業に現在もっとも

強く J要請されるのは，企業経営の迅速性であろ

う.肥大化した企業は企業白体すでに硬直化現象

を顕示している.企業経営の迅速性換言すれば企

業の柔軟性，機能性を回復することがまず先決で

あろう.そのためには企業活動を形成している全

体をモジュール化によって簡素化し，モジュール

内をシステム化することが要求されよう.同時に

それらを内包し相互の連携を主眼とした総合的な

システム化が必要である.ではORはこの総合シ

ステム化に対してどのような接近が可能であろう

カミ.

l つにはモシュール内のシステム化を既存のO

R手;去をより精撤化して対応し，第 2 には総合シ

ステム化を各モジュール間相互の最適制御の問題

とも受け止めて経営サイバネティックス的な新し

いORの登場を期待する.このようなシステム化

は企業の自己再編成機能と考えられ，企業の柔軟

性，機能性を回復する重要なファクターである.
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よってここに経営のシステム化として標傍した

し、.

3.2 情報の効率化

経営のシステム化を進める側面として情報の効

率化が存在する.すなわち利用する情報量と正確

性がシステム化の重要な要件となる.今日，情報

化社会と称せられて種々雑多な情報がはん乱して

いる.この要件にとって第 1 に情報の整備，第 2

に整備された情報の蓄積，第 3 に蓄積された情報

の高い操作性，第 4 に以上 3 点のシステム化，が

必要である.

これらを満たすものとして経営情報システム

(以下 MIS)が活用できる. MIS は発展段階にお

いてOR と同種の問題を内在していた.しかし，

MIS の l 部分であるデータベース(以下DB) の

有用性は近年高い評価を得るにいたっている .0

R と MIS はあっかう問題においても重複する部

分が多くその境界を定めることは困難であり，む

しろ相似的位置関係と考えても支障はないであろ

う. MIS の種々の DB を利用し正確なデータを

あっかうならば， ORは客観的事実分析に威力を

発揮し，企業戦略上の問題に関して今日まで放棄

してきた諸問題に新たな展開が可能となろう.さ

らに MIS の利用は問題提起から解決までの時間

を短縮する効果をもち企業経営の迅速性を推進す

るにあたり有用性が認識されるであろう.しかし

情報の質的側面については十分とはし刈、がたい.

情報の資質を判断評価するのは利用者であり，そ

の資質に大きく依存することを考慮しなければな

らない.こうした側面を考慮しながら OR ， MIS 

を同時並存的に利用することは経営効率化に不可

欠な要素となるであろう.

3.3 意思決定の効率化

経営のシステム化を推進するにあたり情報の効

率化と相互補完的に意思決定の効率化が望まれ

る.意思決定の効率化には 3 つのファクターが考

えられる.第 1 には意思決定の時間，第 2 には意

思決定の量，第 3 には意思決定の質，の 3 点であ
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る.まず第 l については日本的経営の特色として

集団経営があげられ問題提起，意思の疎通には通

常ボトム to トップという経路がとられる.ここに

時間の要素としてはつぎの 3 段階が考えられる.

①経路での時間，②意思決定での時間，③実行へ

の時間である.企業経営の迅速性を回復するには

この過程を短縮化することが肝要であろう.その

実現にはOR とオンラインを例とするコンピュー

タシステムの有機的連動を実現させることを提言

したい.第 2 については，意思決定を下す問題の

量である.今日でも経済，社会等の変化の速度は

過去の経験をはるかにしのぐものであり，変化と

ともに膨大な量の問題を生みだしている.これら

の問題の特色は，発生と同時に処理が要求される

ということである.時としてその量的側面に圧倒

され個々のもつ本質，軽重を見失い多大な損失を

こうむる結果を誘発するであろう.そうしたリス

クを回避するにはある程度意思決定をルーチン化

することである.とくに企業戦術上の問題はルー

チン化が容易であろう.すなわちOR と MIS を

利用した型でのシステム化が可能かつ有効であ

る.与n は意思決定の質の問題である.高度に知

減産業化した企業において，消費の多様化に対!忘

した商品開発，生産，マーケティング手経営の各

モジュールに多様でかつ高度な意思決定が要求さ

れる.そこには従来のORの適用では解決できな

い種々の問題がある.これIこついては次節で触れ

よう.

3.4 企業経営から ORへの期待

古íî節で経営の効率化にOR適用の有用性を述べ

てきた.しかしそこにはいままでの ORの範障を

越えるものが多いであろう.それは，住民運動，

消費者運動に対する意思決定，園地方自治体の行

政と企業行動の調和などに見られるが，何かそれ

らに対してOR的な解法ーがあってしかるべきと思

われる.そこには，計量性と再現性という自然科

学自体のもつ限界が障壁となるが，企業経営の中

枢に接近するにつれて意思決定の要閃は，非計量
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的，非再現的なものとなあ.しかし，この障壁を

克服できてこそ企業経営を支援する OR といえる

のではないだろうか.OR も近年人文科学，社会

科学へとその適用領域を拡大しつつあり，両科学

領域との交流も活発化している現状から，企業経

営と ORにも両者の発達の聞に何らかのコミュニ

ケーションができることを期待したい.

4. 今後の企業OR発展のために

企業経営からORへの期待として両者の発達の

聞に交流の場を提案したが，それが今後の企業O

Rに果たす役割を通して 1980年代の ORのあり方

を考察したい.

i つには， ORの学際化を提唱したい.いまま

で述べてきたようにこれからの企業経営の直面す

る問題は，単一企業内で解決されるものもあれ

ば，全産業，社会環境にもおよぶものもあり問題

領域は拡大の一途をたどるであろう.この傾向に

あって，企業ORはどのような方向性を見いだせ

るであろうか.そのためにはまず企業の閉塞性を

越えることが必要であろう.なぜなら同一産業分

野において内包する問題認識の仕方は多少の差は

あれ類似しているものである.そして問題解決の

方法を模索している状態ではないだろうか.今後

の直面する問題を考えると単一企業内のORでは

まかないきれず同一産業分野での情報交換の場が

要望されるであろう.企業の閉塞性を越えること

によって情報交換の場を公に組織化することがも

っとも望ましい.それによって同一産業分野にお

ける横の連携を形成し企業の意思決定の範囲

を越える問題の解決も可能となろう.このような

ORの発展は，実務面からの学際化といえよう.

他方ORの理論面についていえば，前にも触れ

たように問題領域の拡大にともなって自然科学は

もちろんのこと人文科学，社会科学へと適用可能

な手法の開発に進むことが予見されよう.これは

まさにORの理論面での学際化である.実務，理

論両面の学際化が同調してORの学際化が進むの

1977 年 7 月号

ではないだろうか.第 2 には， OR担当者の学際

化である .ORの学際化につれ，交流の場が議論

の場となるには， OR手法，経済学，心理学，社

会学などのある水準のパックグラウンドが必要と

される.そうして各企業，大学に生きる OR担当

者のもつスベシャリティを活用するのが最善の方

法ではないだろうか.そうしたOR担当者の育成

のためにORアナリストとしての認定制度を望み

たい.前述したような学問分野もさることながら，

与えられた企業戦略上の問題の定式化，モデルの

構築『データの選別， MIS のデザイン，モデルの

解の検討，および解のもつ波及効果副次効果に対

する見解などについての能力を認定するものであ

る.このようなOR担当者の出現がOR担当者の

学際化を推進させることになろう .ORの学際化，

OR但当者の学際化はOR という分野をただ単一

にその分野にとどめるものでなく自然科学，社会

科学唱人文科学の分野へ橋渡しする広汎なものに

発展させるであろう .ORがそのように機能する

ことこそ， 1980年代の ORのあり方ではないだろ

うか.

まとめ

われわれは 1980年代を展望して企業経営はどの

ように変化し，そこにORはいかにあるべきかを

考察してきた.新しい科学としてのORは企業と

いう実践の場で，いま大きな試練を受けようとし

ている.真に企業経営， ORが根づいていくため

には，担当者に一企業人としての自覚と先駆者精

神がいっそう要求されよう.今後は企業内外にさ

まざまな困難が予想されるがORの発達がその解

決の一助となることを期待して本論文を閉じる.
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